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　６月２２日（火） 一般質問　　自民党　井上議員
問１　コロナ禍における課題について
（１）新型コロナ対策として国が用意した地方創生臨時交付金などの有効活用等を含めて、今後のコロナ禍における県の財政運営について、所見を問う。
まずは、新型コロナ感染拡大を防ぐことが第一であり、経済活動自粛による影響を受ける人たちを守るための財政出動はしっかりやるべきである。一方で健全財政を意識しつつ、新型コロナ感染拡大防止に取り組みながら経済回復を考える必要もあり、これまでにない難しい財政運営となる。
（知　事）経営管理部
（２）県の財政運営も今後厳しくなると予想される中、富山きときと空港や県営体育施設、文化施設など多くの公共施設の運営のあり方も大きな岐路に立たされていると考えるが、公共施設の運営のあり方について、行政改革の観点から今後どのように取り組んでいくのか。
県ではこれまで、公共施設や公用施設についての維持・運営のあり方については、民間有識者からなる富山県行政改革会議などからの提言も踏まえて、廃止・統廃合や市町村へ譲渡、指定管理者制度の導入などを含め、効果的、効率的な行政に取り組んできた。
（知　事）経営管理部　　知事政策局協議
（３）コロナ禍で見えた観光を取り巻く課題をどのように認識し、また、それを踏まえ新しい時代の観光のあり方をどのように考え、県としてどのように戦略的な対応を取っていくのか。
コロナ禍によって生活は一変し、旅行に求める価値観も変化している。このような中、身近な場所を旅行するマイクロツーリズムやこれまで注目されていないローカルな場所を旅行するアンダーツーリズムなどが新たな観光の切り口になっていくと考える。
（地方創生局長）

（４）雇用調整助成金の特例措置の段階的縮減などにより、正規労働者の雇用のあり方への影響も懸念され、雇用情勢は予断を許さない状況であるが、県として今後の雇用対策にどのように取り組んでいくのか。
感染拡大の影響により雇用情勢は一層厳しさを増しており、働き手に応じたきめ細やかな支援を実施し、県民誰もが未来に希望を持って暮らせるよう、強い決意を持って取り組んでもらいたい。
（商工労働部長）

（５）長期化するコロナ禍に伴う社会的格差の拡大、社会的弱者の増大を踏まえ、自力では安定した社会生活に復帰することが難しい方々にも届くよう、ますます増加が見込まれる生活困窮世帯への支援にどのように取り組んでいくのか。
コロナ以前から、県や市においては、生活困窮者の相談を受けとめ、県社協で実施している融資制度や就労支援、そして自立した生活へとつないでいく総合的な支援窓口が設けられているが、まだまだ駆け込み寺として十分な認知がされていないのではないか。
（厚生部長）

（６）コロナ禍において生活に困窮する家庭を救うため、今後どのように食品ロス削減の取り組みを進め、フードバンク活動への支援に取り組んでいくのか。
「富山県食品ロス・食品廃棄物削減推進県民会議」を設け、昨年8月には、黒部市をモデルとして、各家庭において余っている食品を集め福祉団体などに提供するフードドライブも実施されたが、コロナ禍においては、この流れを急速に進めていく必要がある。
（農林水産部長）　生活環境文化部協議
（７）県のとやまマリッジサポートセンターの課題をどう捉え、結婚を希望する方々の後押しや機運づくりにどのように取り組んでいくのか。
コロナ禍の影響で昨年は24万組が結婚式を延期または中止したという報道もあるが、結婚を希望されている方を県が応援していくことは極めて大切と考える。
（知事政策局長）

問２　安全・安心への課題について
（１）昨年度策定された「富山県国土強靱化地域計画」第２期計画について、過去の災害やコロナ禍の教訓を踏まえながら、国、市町村、民間事業者、NPO、県民などの多様な主体とともに、どのように県土強靱化の取組みを進めていくのか、所見を問う。
近年、全国各地で大規模な地震、水害、雪害などが頻発し、多くの貴い人命が犠牲となり、国民の財産や社会資本も失われ続けている。県民の生命と財産、安全を守り抜くのは、政治の最も大きな役割の一つである。
（知　事）危機管理局まとめ　　土木部
（２）国土強靱化の推進が叫ばれる今、改めて本県の土木インフラの整備や維持管理のあり方、将来負担の見通しについてどのように認識しているのか。
今後さらなる人口減少が進む中、将来にわたって多額の財政負担が懸念されることから、土木インフラについては、持続可能なメンテナンスサイクルの構築が必要となる。
（土木部長）
（３）今後も大雨や地震など、コロナ禍であろうと、いつ何どきでも県民の命を守る最後のとりでとなるのは県の災害対応と考えるが、しっかりと災害に備えておくために、どのような災害対応体制を整備していくのか。
　東日本大震災の激甚な被害状況から、災害対策は県の最重要課題であることを強く認識させられた。2016年の熊本地震、2018年の西日本豪雨、昨年の7月豪雨など、災害が相次いで、いつ、どこで大規模な災害が発生してもおかしくない状況にある。
（危機管理局長）
（４）県内における山岳事故の発生件数は、近年どのように推移し、それをどう評価しているのか、また、山岳事故の発生防止に向けた今後の対応について、問う。
　近年の登山ブームで登山の経験の無い人はもとより、そもそも雪を見たことがない人まで来ていると聞く。
（警察本部長）

（５）県立大の岡田敏美名誉教授や石坂圭吾教授らのグループが開発した登山者検知システムの実用化に向けて、県として支援していくべきと考えるが、今後の対応について問う。
　携帯電話が通じない場所でも利用でき、登山者が助けを求めたり、要救助者の意識の有無に関係なく、捜索側から遠隔操作をして探索することも可能なシステムである。
（生活環境文化部長）
問３　教育に関する課題について
（１）将来に向けた生きる力を育む教育について、人材育成の本質に対して、これまでの教育行政を振り返り、今後どのように推進していくのか、問う。
子供たちには、どんな事でもチャレンジする事ができる社会だと感じてもらいたいし、失敗を恐れず何度でもチャレンジできる環境、風土を作るのが大人の責任だと思っている。
（知　事）教育委員会
（２）教育の質を向上させるため、教員志願者の確保とともに、教員の働き方改革にどのように取り組んでいくのか。
　志願倍率や受験者数が全国最下位となっていることをもっと憂慮すべきである。志願者を確保するためにも、教員の働き方改革を進めることが喫緊の課題である。
（教育長）
（３）コロナ禍により、小・中・高校において、この１年の間に、文化行事、部活動大会、修学旅行など、多くの学校行事は中止や規模縮小とされたが、この児童・生徒たちの思い出づくりのため、県としてどのように取り組んでいくのか。
（教育長）
分割

















